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背景
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海外在留日本人が増加傾向

将来・・・

海外で拘束・殺害される事件

2014年10月現在・・・約130万人(過去最多)

海外への旅行、学会、
出張、転勤･･･

2010年：フジタ社員の拘束（中国）
2013年：日揮社員の殺害（アルジェリア）



なぜ事件が起きたのか？

国際情勢や安全保障への理解不足？
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背景

マスメディア 学校教育

主な情報源：

幅広い情報の発信がされているのか？



メディアが十分な報道をしていない?
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背景

マスメディア

安保法制可決に対する

• 日本のテレビ局間の相違
• アメリカのテレビ局間の相違
• 自衛隊関係者の声

を調査

出典：Wikipedia



教育におけるバイアスの問題

鬼本ら(2010年)の調査
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背景

学校教育

例

認知度が高い

ベトナム戦争
原爆投下

認知度が低い

シベリア抑留
天安門事件



学問･･･「価値中立」の姿勢であるべき
－マックス･ウェーバー(1919)

年)しかし

日本の学問界においては、
必ずしも尊重されていない？

例：「安全保障関連法に反対する学者の会」

教育界での公正さの実態調査

背景

教員の立場での政治活動 公正？
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報道面からの分析



反対派からのバッシング

芸能人がTwitterで『賛成』の意見も聞きたいと投稿

マスメディアは特定の意見のみを
取り上げる？
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報道面からの分析

安保法制に対する
・日米メディアの報道分析
・自衛隊関係者の声を扱った

日本メディアの報道分析



記事を収集したメディア

日本(6社)：

NHK、日本テレビ、テレビ朝日、TBS、

フジテレビジョン、テレビ東京

アメリカ(5社)：

ABC、CBS、CNN、FOX、NBC

自衛隊関係者：

新聞記事を含むマスメディア
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日米メディアの
報道分析



安保関連法案成立後の報道分析
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NHK(48)
日本テレ
ビ(16)

テレビ朝
日(16)

TBS(21)
フジテレビ
ジョン(29)

国
内

法案成立 2 2 1 1 2

首相の発言 5 3 3 3 5

各党の反応 7 3 2 4 12

国会閉幕/
法案成立率 2 1 2

法案公布 3 1 1

与野党
参院対策 2

防衛省準備 1 2
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安保関連法案成立後の報道分析
NHK(48) 日本テレビ

(16)
テレビ朝日
(16)

TBS(21) フジテレビ
ジョン(29)

海
外

海外の
反応
(内訳)

8

米1中1
韓2
英1独1
尼1越1

1

米1中1
韓1

1

米1中1
韓1

4

米2中1
韓2
露1 2

米1中1
韓3
嘉1

社
会

世論調査
(題名) 1

評価
せず
58%

1
説明
不十分
約8割

1
審議
不十分
76%

1
法整備
必要ほ
ぼ7割

デモ 6 1 3 1

一般の声 5

その他 1 2 2 2 2

解説記事(法
/自衛隊/他) 6

法4自1
他1 1

法1
1

他1
1

自1



米国メディアの報道分析

テレビ
件

数

通
過
の
報
道

反
対
者
の
声

支
持
者
の
声

日
米
同
盟
の
強
化

ア
ジ
ア
の
声

自
衛
隊
の
役
割
変
化

法
案
制
定
の
理
由

防
衛
予
算

徴
兵
制
度
の
可
能
性

ABC 2 ○ ○
CBS 2 ○ ○ ○ ○ ○
CNN 4 ○ ○ ○ ○ ○ ○
FOX 2 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
NBC 4 ○ ○ 14



自衛隊関係者を扱った
報道分析



自衛隊関係者を扱った報道分析
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賛成反対
不安
懸念

政府の
説明不足

国民の
理解不足

合計(33名) 3 3 13 10 5
隊員(14名) 1 0 2 5 0
元隊員(8名) 0 2 2 1 1
家族(８名) 0 1 6 3 2
関係者(3名) 2 0 3 1 2



教育面からの分析



7月
大学の講義で教員が法案反対デモの練習をさせた

・署名者数が1万人を超えている
・長期にわたって署名者が増え続けている

教育面からの分析

「安全保障関連法案に反対する学者の会」は
特殊なケースには当てはまらない

思想の自由では？
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教育面からの分析

反対意見は憲法19条に保障された
思想・良心の自由の範囲

署名した学者たちが所属大学と専門分野を
明示している

しかし

学問の公平性を脅かす

学者の立場で政治的発言をすること

1
9
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教育面からの分析

学生にとって・・・
公平な立場を守る教員が多い教育機関で

知識をバランスよく得ることが重要

「安全保障関連法に反対する学者の会」に
焦点を当て、傾向を調査

出典：参考文献[10]



カウントしない カウントする

・研究所類
研究所
研究員
客員研究員

・学生
大学院生

・名誉教授
・教授
・助教授

特認助教授
・教員
・講師

特認講師
兼任講師
嘱託講師
常勤講師
非常勤講師
専任講師
客員講師
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カウント基準
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大学別学者数ランキング結果
大学名 署名者数 大学名 署名者数

1 東京大学 241 16 日本大学 104
2 立命館大学 212 17 龍谷大学 103
3 京都大学 194 18 法政大学 94
4 早稲田大学 189 19 広島大学 82
5 明治大学 142 20 青山学院大学 80
6 慶應義塾大学 134 21 一橋大学 79
7 北海道大学 134 22 同志社大学 76
8 立教大学 131 23 静岡大学 72
9 名古屋大学 128 24 千葉大学 72

10中央大学 124 25 筑波大学 71
11大阪大学 122 26 金沢大学 70
12東北大学 120 27 埼玉大学 68
13新潟大学 113 28 北海道教育大学 68
14神戸大学 109 29 神奈川大学 67
15九州大学 105 30 岡山大学 65



大学別学者比率ランキング
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大学名
署名
者数

比率
[%]

大学名
署名
者数

比率
[%]

大学名
署名
者数

比率
[%]

1 立教大学 131 29.6 13
北海道教育

大学
68 15.9 25 中京大学 39 12.5 

2
東京外国語

大学
55 25.8 14

明治学院
大学

46 15.3 26
大東文化
大学

42 12.1 

3 佛教大学 51 23.0 15 埼玉大学 68 14.8 27 上智大学 65 12.1 

4 立命館大学 212 22.3 16 和歌山大学 43 14.5 28 学習院大学 41 11.6 

5 獨協大学 48 21.8 17 愛知大学 37 14.4 29 駒澤大学 35 10.7 

6 一橋大学 79 21.1 18 明治大学 142 14.3 30 新潟大学 113 10.3 

7
日本福祉
大学

38 20.8 19 明星大学 45 14.2 31 静岡大学 72 9.9 

8 福島大学 48 20.7 20 岩手大学 44 13.9 …

9 龍谷大学 103 18.5 21
青山学院
大学

80 13.5 50 東京大学 241 6.2 

10
東京学芸
大学

52 17.6 22 早稲田大学 189 13.2 …

11 中央大学 124 17.6 23 専修大学 58 13.1 69 筑波大学 71 3.9 

12
日本女子
大学

44 17.1 24 法政大学 94 12.5 …



大学別学者比率ランキング
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大学名
署名
者数

比率
[%]

大学名
署名
者数

比率
[%]

1立教大学 131 29.64 16和歌山大学 43 14.48
2東京外国語大学 55 25.82 17愛知大学 37 14.40
3佛教大学 51 22.97 18明治大学 142 14.31
4立命館大学 212 22.34 19明星大学 45 14.24
5獨協大学 48 21.82 20岩手大学 44 13.92
6一橋大学 79 21.07 21青山学院大学 80 13.45
7日本福祉大学 38 20.77 22早稲田大学 189 13.16
8福島大学 48 20.69 23専修大学 58 13.12
9龍谷大学 103 18.46 24法政大学 94 12.52

10東京学芸大学 52 17.63 25中京大学 39 12.46
11中央大学 124 17.59 26大東文化大学 42 12.14
12日本女子大学 44 17.05 27上智大学 65 12.08
13北海道教育大学 68 15.89 28学習院大学 41 11.55
14明治学院大学 46 15.28 29駒澤大学 35 10.67
15埼玉大学 68 14.75 30新潟大学 113 10.28



専門分野別の比較
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専攻名 人数 専攻名 人数
1教育学 496 11心理学 154
2歴史学 466 12社会福祉学 137
3社会学 431 13フランス文学 115
4経済学 360 14生物学 109
5物理学 263 15英文学 101
6哲学 229 16日本文学 96
7法学 218 17憲法学 94
8数学 184 18文化人類学 94
9政治学 157 19ドイツ文学 89

10言語学 156 20文学 87



考察
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NHK は報道件数が多く、幅広い内容を扱っていた
→公共性を意識して中立的に報道している

学者の肩書きでの政治活動は、
文学部系統や理系の理論系の学者に多い
→実社会と直結する部分が少なく、
学問の価値中立への意識をあまり必要としない分野に多い

メディア、大学による情報には、
偏りがあることを自覚する！



まとめ

27

報道の差異について・・・
 NHKは多角的な情報を提供している
 民放は対立する意見のうち一方のみ

を伝える傾向が強い

教育現場における政治的中立の棄損について
 文学部系、中でも文学・教育学系に顕著
 理系では理論系のみでその傾向が強い
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